
熊本労働局 雇用環境・均等室

働き方改革推進支援助成金について
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今回の説明事項

１ 助成金の概要
２ 対象事業主・申請の流れ
３ 助成金の成果目標について
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１ 働き方改革推進支援助成金の概要
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働き方改革推進支援助成金の目的

働き方改革推進支援助成金の目的

→生産性向上に向けた設備投資などの取組に係る費用を助成
し、労働時間の削減や年次有給休暇の促進、特別休暇等の
取得促進に向けた環境整備に取り組む中小企業事業主を支
援する。

根拠法令

労働者災害補償保険法 労働者災害補償保険法施行規則
→「社会復帰促進事業」の一環として実施
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２ 働き方改革推進支援助成金の
対象事業主・申請の流れ
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働き方改革推進支援助成金の流れ

①事業実施計画の立案・交付申請

②取組の実施・成果目標の達成

③助成金の支給

支給申請

交付決定
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働き方改革推進支援助成金の流れ

①事業実施計画の立案・交付申請

助成対象となる取組・各コースの成果目標を設定して事業実施計
画を立て、都道府県労働局に交付申請。
交付申請期日：令和６年11月29日（原則）

②取組の実施・成果目標の達成

労働局長による交付決定後、事業実施計画に基づき、当該計画
の実施期間内に助成対象となる取組の実施及び成果目標の達成
をする。
事業実施期間（最長）：令和７年１月31日まで
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働き方改革推進支援助成金の流れ

③助成金の支給

事業実施後、都道府県労働局に支給申請。
申請期日（いずれか早いほう）
①事業実施予定期間終了後30日以内
②令和７年２月７日まで

審査後、以下のいずれかの低い金額を支給。
・各コースの成果目標に対する助成上限額
・助成対象となる取組にかかった費用の３/４
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助成対象となる取組

助成対象となる取組は以下の通り

①労務管理担当者による研修
（勤務間インターバル制度に関するもの・業務研修も含む）
②労働者に対する研修、周知・啓発
③外部専門家によるコンサルティング
④就業規則・労使協定等の作成・変更
⑤人材確保に向けた取組
⑥労務管理用ソフトウェア、労務管理用機器、デジタル式運行
記録計の導入・更新
（原則としてパソコン、タブレット、スマートフォンを除く）
⑦労働能率の増進に資する設備・機器等の導入・更新
（原則としてパソコン、タブレット、スマートフォンを除く）
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成果目標と助成上限額について

成果目標とは…

労働環境改善等のために各コースで定められた目標のこと
を指します。

成果目標①
36協定（時間外・休日労働に係る労使協定）における時間外・
休日労働の限度時間の見直し

成果目標②
年次有給休暇の計画的付与の導入

成果目標③
時間単位の年次有給休暇の導入

＋
特別休暇（病気休暇、ボランティア休暇等）の導入

（労働時間短縮・年休促進支援コースの場合）
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対象事業主について

以下のいずれにも該当する事業主が申請の対象となります。
（団体推進コースを除く）

①労働者災害補償保険の適用事業主であること。

②中小企業事業主であること。

③年５日の年次有給休暇の取得に向けて就業規則等を整備
していること。

④交付申請時点で、「成果目標」の設定に向けた条件を満た
していること。
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中小企業事業主とは

中小企業事業主とは以下のいずれかに該当する事業主を指し
ます。

業種等 資本金又は出資額 常時使用する労働者数

小売業（飲食店を含む） 5000万円以下 50人以下

サービス業（※） 5000万円以下 100人以下
（300人以下）（※）

卸売業 １億円以下 100人以下

その他の業種 ３億円以下 300人以下

※医業に従事する医師が勤務する病院、診療所、介護老人保健施設、
介護医療院については常時使用する労働者数が300人以下の場合は、
中小企業事業主に該当。

②中小企業事業主であること。
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年５日の年次有給休暇の取得に向けた就業規則の整備

常時使用する労働者が10人以上の事業場は、以下の内容を盛
り込んだ年次有給休暇の規定が必要となります。（労基法第39条
第７項 参照）

①対象となる労働者の範囲（年10日以上付与される労働者）
②年次有給休暇を付与した日から１年以内に５日取得させること。
③時季の指定にあたり、労働者に意見を聴取すること。

③年５日の年次有給休暇の取得に向けて就業規則等
を整備していること。

なお、①については週所定労働時間が３０時間以上、所定労働
日数が週５日以上の労働者、又は１年間の所定労働日数が２１７
日以上の労働者は全て対象となりますのでご注意ください。
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３ 働き方改革推進支援助成金の
成果目標について
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助成金のコースについて

働き方改革推進支援助成金の各コースは以下の通り

①労働時間短縮・年休促進支援コース
②勤務間インターバル導入コース
③団体推進コース（事業主団体向け）
④業種別課題対応コース（令和６年度名称変更）
適用有業業種等（熊本県の場合）
建設事業
自動車運転の業務（トラック、バス、タクシー）
医業に従事する医師（主に「勤務医」）
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昨年度との相違点

昨年度との相違点は以下のとおり

④業種別課題対応コース（抜粋）

・令和５年度の適用猶予業種等対応コース」から名称変更
・各コースに「年次有給休暇」に係る成果目標の追加
・建設業に「勤務間インターバル」に係る成果目標の追加
・自動車運転手、医師に係るインターバル（休息時間）
の改正による成果目標のインターバル時間の変更
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成果目標について（業種等課題対応コース 病院等）

成果目標
（業種等課題対応コース（病院等）の場合）
成果目標①
36協定（時間外・休日労働に係る労使協定）における時間外・
休日労働の限度時間の見直し

成果目標②
年次有給休暇の計画的付与の導入

成果目標③
時間単位の年次有給休暇の導入＋特別休暇の導入
成果目標④
９時間以上の勤務間インターバルの導入
成果目標⑤
医師の働き方改革の推進
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ご清聴ありがとうございました
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